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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
一般式（１）

（式（１）中、Ｘは水素原子、炭化水素基またはアシル基であり；Ｙは水素原子、炭化水
素基、ハロゲン化炭化水素基、－ＣＯＲ1、－ＯＲ2、－ＣＯＯＲ3、－ＣＮ、－ＣＯＮＨ2

、－ＮＯ2、－ＮＲ4Ｒ5、ハロゲン原子、－ＳＯ4Ｒ
6又は－ＳＯ3Ｒ

7であり、Ｒ1、Ｒ2、
Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6又はＲ7は水素原子、又は炭化水素基であり；ＺはＳ、スルフィニル
基、スルホニル基の群の中から選ばれる基であり；ｎは４～１２の整数であり、但し、複
数のＸ又はＹはそれぞれ同一であってもよいし、異なってもよく、また複数のＺのうち少
なくとも１つのＺは、スルフィニル基あるいはスルホニル基である。）で表されることを
特徴とする少なくとも１つのスルフィニル基又はスルホニル基を含む環状フェノール硫化
物。
【請求項２】
一般式（２）
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（式（２）中、Ｘは水素原子、炭化水素基またはアシル基であり；Ｙは水素原子、炭化水
素基、ハロゲン化炭化水素基、－ＣＯＲ1、－ＯＲ2、－ＣＯＯＲ3、－ＣＮ、－ＣＯＮＨ2

、－ＮＯ2、－ＮＲ4Ｒ5、ハロゲン原子、－ＳＯ4Ｒ
6又は－ＳＯ3Ｒ

7であり、Ｒ1、Ｒ2、
Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6又はＲ7は水素原子、又は炭化水素基であり；ｎは４～１２の整数で
あり、複数のＸ又はＹはそれぞれ同一であってもよいし、異なってもよい。）に示す環状
フェノール硫化物と、酸化剤を反応させて、この化合物のスルフィド結合を酸化し、少な
くとも一つのスルフィニル基又はスルホニル基を含む一般式（１）で表される環状フェノ
ール硫化物を製造することを特徴とする環状フェノール硫化物の製造方法。
【請求項３】
一般式（３）で表されるフェノール類と、該フェノール類１グラム当量に対し０．１グラ
ム当量以上の単体硫黄を、該フェノール類１グラム当量に対し０．００５グラム当量以上
のアルカリ金属試薬およびアルカリ土類金属試薬から選ばれる少なくとも１種の金属試薬
の存在下、反応させて一般式（２）に示す環状フェノール硫化物を得て、該環状フェノー
ル硫化物と酸化剤を反応させて、該環状フェノール硫化物のスルフィド結合を酸化し、少
なくとも一つのスルフィニル基又はスルホニル基を含む一般式（１）で表される環状フェ
ノール硫化物を製造することを特徴とする環状フェノール硫化物の製造方法。

［式（３）中、Ｙは水素原子または炭化水素基である。］

［式（１）中、Ｘは水素原子、炭化水素基またはアシル基であり；Ｙは水素原子、炭化水
素基、ハロゲン化炭化水素基、－ＣＯＲ1、－ＯＲ2、－ＣＯＯＲ3、－ＣＮ、－ＣＯＮＨ2

、－ＮＯ2、－ＮＲ4Ｒ5、ハロゲン原子、－ＳＯ4Ｒ
6又は－ＳＯ3Ｒ

7であり、Ｒ1、Ｒ2、
Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6又はＲ7は水素原子、又は炭化水素基であり；ＺはＳ、スルフィニル
基、スルホニル基の群の中から選ばれる基であり；ｎは４～１２の整数であり、複数のＸ
又はＹはそれぞれ同一であってもよいし、異なってもよく、また複数のＺのうち少なくと
も一つのＺは、スルフィニル基あるいはスルホニル基である。］

［式（２）中、Ｘは水素原子、炭化水素基またはアシル基であり；Ｙは水素原子、炭化水
素基、ハロゲン化炭化水素基、－ＣＯＲ1、－ＯＲ2、－ＣＯＯＲ3、－ＣＮ、－ＣＯＮＨ2
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、－ＮＯ2、－ＮＲ4Ｒ5、ハロゲン原子、－ＳＯ4Ｒ
6又は－ＳＯ3Ｒ

7であり、Ｒ1、Ｒ2、
Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6又はＲ7は水素原子、又は炭化水素基であり；ｎは４～１２の整数で
あり、複数のＸ又はＹはそれぞれ同一であってもよいし、異なってもよい。］
【請求項４】
酸化剤が過酸化水素、有機過酸化物、過酸、ハロゲン酸化物、Ｎ－ハロゲン化合物、分子
ハロゲン、酸素、オゾン、硝酸、無機酸化物である、請求項２または３記載の環状フェノ
ール硫化物の製造方法。
【請求項５】
酸化剤が、過酸化水素、分子ハロゲン、無機酸化物である請求項２または３記載の環状フ
ェノール硫化物の製造方法。
【請求項６】
酸化剤の分子ハロゲンが、臭素である請求項４記載の環状フェノール硫化物の製造方法。
【請求項７】
酸化剤の無機酸化物が、過ホウ酸ナトリウムである請求項４記載の環状フェノール硫化物
の製造方法。
【発明の詳細な説明】
技術分野
本発明は、金属捕捉剤、イオンセンサー、基質特異性センサー、分離膜材料、高分子材料
、酸化触媒、相関移動触媒、人工酵素、光エネルギー変換材料、あるいはその他イオンや
分子の認識を利用した機能性分子の中間体などとして利用できる、少なくとも一つのスル
フィニル基又はスルホニル基を含む新規な環状フェノール硫化物およびその製造法に関す
る。
背景技術
従来、アルキルフェノール硫化物は、酸化防止剤（例えば、米国特許第２，２３９，５３
４号、米国特許第３，３７７，３３４号など）、ゴム硫化剤（例えば、米国特許第３，４
６８，９６１号、米国特許第３，６４７，８８５号など）、ポリマー安定剤（例えば、米
国特許第３，８８２，０８２号、米国特許第３，８４５，０１３号、米国特許第３，８４
３，６００号など）、あるいは、防食剤（例えば、米国特許第３，６８４，５８７号など
）、さらに潤滑油添加剤であるフェネートの原料（堀ら、石油学会誌、１９９１、３４巻
、４４６頁）などとして知られている。
従来のフェノール硫化物の製造法は、フェノール類と単体硫黄を反応原料とする方法（例
えば、Ａ．Ｊ．Ｎｅａｌｅら、Ｔｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ，２５巻（１９６９），４５９３
）、フェノール類、単体硫黄および塩基触媒を反応原料とする方法（例えば、米国特許第
３，４６８，９６１号など）、フェノール類、単体硫黄および分子ハロゲンを反応原料と
する方法（例えば、Ｂ．Ｈｏｒｔｌｉｎｇら、Ｐｏｌｙｍ．Ｂｕｌｌ．８巻（１９８２）
，１）、フェノール類とアリールジスルフィド類とを塩基触媒下反応させる方法（例えば
、Ｔ．Ｆｕｊｉｓａｗａら、Ｊ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．３３巻（１９７３），６８７）、フ
ェノール類とハロゲン化硫黄を反応原料とする方法（例えば、米国特許第２，２３９，５
３４号）、およびハロゲン化フェノール類と硫化アルカリ金属試薬とを反応させる方法な
どが知られている。
しかしながら、これらは、２、２’－チオビス（４－アルキルフェノール）（２量体）、
２－［３－（２－ヒドロキシ－５－アルキルフェニルチオ）－２－ヒドロキシ－５－アル
キルフェニルチオ］－４－アルキルフェノール（３量体）、あるいは２－［３－［３－（
２－ヒドロキシ－５－アルキルフェニルチオ）－２－ヒドロキシ－５－アルキルフェニル
チオ］－２－ヒドロキシ－５－アルキルフェニルチオ］－４－アルキルフェノール（４量
体）などを含むオリゴマー単独、もしくはそれらを含む組成物であって、すべて非環状の
アルキルフェノール硫化物であり、また、それらの製造法に関するものであり、環状のフ
ェノール硫化物については、その存在、および、その製造方法に関して推測の域を出ない
状況にあった。
発明の開示
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本発明は少なくとも一つのスルフィニル基又はスルホニル基を含む新規環状フェノール硫
化物及びその製造方法を提供することを目的とする。
本発明者等は、上記目的を達成するために鋭意検討を重ねた結果、一般式（２）

（式（２）中、Ｘは水素原子、炭化水素基またはアシル基であり；Ｙは水素原子、炭化水
素基、ハロゲン化炭化水素基、－ＣＯＲ1、－ＯＲ2、－ＣＯＯＲ3、－ＣＮ、－ＣＯＮＨ2

、－ＮＯ2、－ＮＲ4Ｒ5、ハロゲン原子、－ＳＯ4Ｒ
6又は－ＳＯ3Ｒ

7であり、Ｒ1、Ｒ2、
Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6又はＲ7は水素原子、又は炭化水素基であり；ｎは４～１２の整数で
あり、但し、複数のＸ又はＹはそれぞれ同一であってもよいし、異なってもよい。）に示
す環状フェノール硫化物において、この化合物のスルフィド結合を酸化し、少なくとも１
つのスルフィニル基及びスルホニル基を含む新規な環状フェノール硫化物の存在及び該化
合物を製造する方法を見いだし、本研究を完成するに至った。
すなわち本発明は一般式（１）

（式（１）中、Ｘは水素原子、炭化水素基またはアシル基であり；Ｙは水素原子、炭化水
素基、ハロゲン化炭化水素基、－ＣＯＲ1、－ＯＲ2、－ＣＯＯＲ3、－ＣＮ、－ＣＯＮＨ2

、－ＮＯ2、－ＮＲ4Ｒ5、ハロゲン原子、－ＳＯ4Ｒ
6又は－ＳＯ3Ｒ

7であり、Ｒ1、Ｒ2、
Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6又はＲ7は水素原子、又は炭化水素基であり；ＺはＳ、スルフィニル
基、スルホニル基の群の中から選ばれる基であり；ｎは４～１２の整数であり、但し、複
数のＸ又はＹはそれぞれ同一であってもよいし、異なってもよいし、また複数のＺのうち
、少なくとも一つのＺはスルフィニル基あるいはスルホニル基である。）で表されること
を特徴とする少なくとも１つのスルフィニル基又はスルホニル基を含む環状フェノール硫
化物及びその製造方法を提供するものである。
以下、本発明を詳細に説明する。
上記一般式（１）中のＸは水素原子、炭化水素基又はアシル基である。
炭化水素の炭素数は１以上であれば特に制限はないが、好ましくは１～５０である。これ
らの炭化水素基としては、例えば飽和脂肪族炭化水素基、不飽和脂肪族炭化水素基、脂環
式炭化水素基、脂環式－脂肪族炭化水素基、芳香族炭化水素基、芳香族－脂肪族炭化水素
基などが挙げられる。
飽和脂肪族炭化水素基の例としては、例えばメチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピ
ル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、イソペンチル、ネオペ
ンチル、ｔｅｒｔ－ペンチル、２－メチルブチル、ｎ－ヘキシル、イソヘキシル、３－メ
チルペンチル、エチルブチル、ｎ－ヘプチル、２－メチルヘキシル、ｎ－オクチル、イソ
オクチル、ｔｅｒｔ－オクチル、２－エチルヘキシル、３－メチルヘプチル、ｎ－ノニル
、イソノニル、１－メチルオクチル、エチルヘプチル、ｎ－デシル、１－メチルノニル、
ｎ－ウンデシル、１，１－ジメチルノニル、ｎ－ドデシル、ｎ－テトラデシル、ｎ－ヘプ
タデシル、ｎ－オクタデシル基などのアルキル基；及びエチレンやプロピレン、ブチレン
の重合物あるいはそれらの共重合物より成る基などの炭化水素基が挙げられる。
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不飽和脂肪族炭化水素基の適当な具体例としては、例えばビニル、アリル、イソプロペニ
ル、２－ブテニル、２－メチルアリル、１，１－ジメチルアリル、３－メチル－２－ブテ
ニル、３－メチル－３－ブテニル、４－ペンテニル、ヘキセニル、オクテニル、ノネニル
、デセニル基などのアルケニル、アルキニル基；及びアセチレンやブタジエン、イソプロ
ピレンの重合物あるいはそれらの共重合物より成る基などが挙げられる。
脂環式炭化水素基の適当な具体例としては、例えばシクロプロピル、シクロブチル、シク
ロペンチル、シクロヘキシル、シクロヘプチル、シクロオクチル、３－メチルシクロヘキ
シル、４－メチルシクロヘキシル、４－エチルシクロヘキシル、２－メチルシクロオクチ
ル、シクロプロペニル、シクロブテニル、シクロペンテニル、シクロヘキセニル、シクロ
オクテニル、４－メチルシクロヘキセニル、４－エチルシクロヘキセニル基などのシクロ
アルキル、シクロアルケニル、シクロアルキニル基などが挙げられる。
脂環式－脂肪族炭化水素基の適当な具体例としては、例えばシクロプロピルエチル、シク
ロブチルエチル、シクロペンチルエチル、シクロヘキシルメチル、シクロヘキシルエチル
、シクロヘプチルメチル、シクロオクチルエチル、３－メチルシクロヘキシルプロピル、
４－メチルシクロヘキシルエチル、４－エチルシクロヘキシルエチル、２－メチルシクロ
オクチルエチル、シクロプロペニルブチル、シクロブテニルエチル、シクロペンテニルエ
チル、シクロヘキセニルメチル、シクロヘプテニルメチル、シクロオクテニルエチル、４
－メチルシクロヘキセニルプロピル、４－エチルシクロヘキセニルペンチル基などのシク
ロアルキル、シクロアルケニル、シクロアルキニル基などで置換されたアルキル、アルケ
ニル、アルキニル基などが挙げられる。
芳香族炭化水素基の適当な具体例としては、例えばフェニル、ナフチル基などのアリール
基；４－メチルフェニル、３，４－ジメチルフェニル、３，４，５－トリメチルフェニル
、２－エチルフェニル、ｎ－ブチルフェニル、ｔｅｒｔ－ブチルフェニル、アミルフェニ
ル、ヘキシルフェニル、ノニルフェニル、２－ｔｅｒｔ－ブチル－５－メチルフェニル、
シクロヘキシルフェニル、クレジル、オキシエチルクレジル、２－メトキシ－４－ｔｅｒ
ｔ－ブチルフェニル、ドデシルフェニル基などのアルキルアリール、アルケニルアリール
、アルキニルアリール基などが挙げられる。アルキルアリール基のアルキル部分、アルケ
ニルアリール基のアルケニル部分、アルキニルアリール基のアルキニル部分は環状構造を
とってもよい。
芳香族－脂肪族炭化水素基の具体的な例としては、例えばベンジル、１－フェニルエチル
、２－フェニルエチル、２－フェニルプロピル、３－フェニルプロピル、４－フェニルブ
チル、５－フェニルペンチル、６－フェニルヘキシル、１－（４－メチルフェニル）エチ
ル、２－（４－メチルフェニル）エチル、２－メチルベンジル、１，１－ジメチル－２－
フェニルエチル基などのアラルキル、アラルケニル、アラルキニル基などが挙げられる。
アラルキル基のアルキル部分、アラルケニル基のアルケニル部分、アラルキニル基のアル
キニル部分は環状構造をとってもよい。
また、アシル基の炭素数は、１以上であれば特に制限されないが、好ましくは１～４０で
ある。アシル基は、上記炭化水素基で置換されていてもよい。アシル基の適当な例として
は、ホルミル、アセチル、プロピオニル、ブチリル、イソブチリル、バレリル、イソバレ
リル、オキサリル、サクシニル、ピバロイル、ステアロイル、ベンゾイル、フェニルプロ
ピオニル、トルオイル、ナフトイル、フタロイル、インダンカルボニル、ｐ－メチルベン
ゾイル、シクロヘキシルカルボニル基などが挙げられる。
上記一般式（１）において、Ｙは水素原子、炭化水素基、ハロゲン化炭化水素基、－ＣＯ
Ｒ1、－ＯＲ2、－ＣＯＯＲ3、－ＣＮ、－ＣＯＮＨ2、－ＮＯ2、－ＮＲ4Ｒ5、ハロゲン原
子、－ＳＯ4Ｒ

6又は－ＳＯ3Ｒ
7である。

ここで、Ｙの炭化水素基及び－ＣＯＲ1基は前記のＸにおいて説明した炭化水素基及びア
シル基と同様なものがあげられ、好ましいものも同様である。
また、ハロゲン化炭化水素基は、前記のＸにおいて説明した炭化水素基と同様なものにハ
ロゲン原子が置換したものが挙げられ、ハロゲン化炭化水素基中の好ましい炭化水素基も
同様である。
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Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6又はＲ7は水素原子、又は炭化水素基である。この炭化水
素基は、Ｘにおいて説明した炭化水素と同様なものが挙げられる、好ましいものも同様で
ある。
なお、上記炭化水素基は、－ＣＯＲ1、－ＯＲ2、－ＣＯＯＲ3、－ＣＮ、－ＣＯＮＨ2、－
ＮＯ2、－ＮＲ4Ｒ5、ハロゲン原子、－ＳＯ4Ｒ

6又は－ＳＯ3Ｒ
7などの置換基により置換

されてもよい。
ハロゲン化原子は、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素の各原子のいずれでもよい。
置換されるこれらの置換基は、１種でもよいし、２種以上でもよく、また単一でもよいし
、２個以上の複数でもよい。
一般式（１）において、Ｘは１分子中に４～１２個存在するが、それらのＸはそれぞれ同
一であってもよいし、異なっていてもよい。
一般式（１）において、Ｙは１分子中に４～１２個存在するが、それらのＹはそれぞれ同
一であってもよいし、異なってもよい。
また一般式（１）において、Ｚは１分子中に４～１２個存在するが、それらのＺのうち、
少なくとも一つのＺはスルフィニル基あるいはスルホニル基である。
次に、本発明の少なくとも一つのスルフィニル基、またはスルホニル基を含む環状フェノ
ール硫化物の製造方法について説明する。
本発明の少なくとも一つのスルフィニル基またはスルホニル基を含む環状フェノール硫化
物は一般式（２）の環状フェノール硫化物（式（２）中、Ｘは水素原子、炭化水素基また
はアシル基であり；Ｙは水素原子、炭化水素基、ハロゲン化炭化水素基、－ＣＯＲ1、－
ＯＲ2、－ＣＯＯＲ3、－ＣＮ、－ＣＯＮＨ2、－ＮＯ2、－ＮＲ4Ｒ5、ハロゲン原子、－Ｓ
Ｏ4Ｒ

6又は－ＳＯ3Ｒ
7であり、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6又はＲ7は水素原子、又は

炭化水素基であり；ｎは４～１２の整数であり、但し、複数のＸ又はＹはそれぞれ同一で
あってもよいし、異なってもよい。）のスルフィド結合を酸化することにより製造できる
。
一般式（２）中のＸは水素原子、炭化水素基またはアシル基であり、上記一般式（１）中
のＸと同様である。
一般式（２）中のＹは水素原子、炭化水素基、ハロゲン化炭化水素基、－ＣＯＲ1、－Ｏ
Ｒ2、－ＣＯＯＲ3、－ＣＮ、－ＣＯＮＨ2、－ＮＯ2、－ＮＲ4Ｒ5、ハロゲン原子、－ＳＯ

4Ｒ
6又は－ＳＯ3Ｒ

7であり、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6又はＲ7は水素原子、又は炭
化水素基であり、上記一般式（１）中のＹと同様である。
一般式（２）において、Ｘは１分子中に４～１２個存在するが、それらのＸはそれぞれ同
一であってもよいし、異なっていてもよい。
一般式（２）において、Ｙは１分子中に４～１２個存在するが、それらのＹはそれぞれ同
一であってもよいし、異なってもよい。
一般式（２）の環状フェノール硫化物の適当な製造例としては、先ず一般式（３）

（式中、Ｙは水素原子、炭化水素基である。）で表される無置換または水酸基に対してベ
ンゼン環の４位に炭化水素基を有するフェノール類と、適当量の単体硫黄を、適当量のア
ルカリ金属試薬及びアルカリ土類金属試薬から選ばれる少なくとも一種金属試薬の存在下
反応させる方法である。
フェノール類と単体硫黄の原料仕込比は、フェノール類１グラム当量に対し、単体硫黄が
０．１グラム当量以上であり、好ましくは０．３５グラム当量以上である。単体硫黄の原
料仕込比の上限は、特に限定されないが、フェノール類１グラム当量に対し、２０グラム
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当量以下が好ましく、特に１０グラム当量以下が好ましい。
アルカリ金属試薬としては、例えばアルカリ金属単体、水素化アルカリ金属、水酸化アル
カリ金属、炭酸アルカリ金属、アルカリ金属アルコキシド、ハロゲン化アルカリ金属など
が挙げられる。また、アルカリ土類金属試薬としては、例えばアルカリ土類金属単体、水
素化アルカリ土類金属、水酸化アルカリ土類金属、酸化アルカリ土類金属、炭酸アルカリ
土類金属、アルカリ土類金属アルコキシド、ハロゲン化アルカリ土類金属などが挙げられ
る。
アルカリ金属試薬またはアルカリ土類金属試薬の使用量は、フェノール類１グラム当量に
対し０．００５グラム当量以上であり、好ましくは０．０１グラム当量以上である。アル
カリ金属試薬またはアルカリ土類金属試薬の使用量の上限は特に制限はないが、好ましく
は１０グラム当量以下であり、特に好ましくは５グラム当量以下である。
上記水酸基の水素原子は、必要に応じて適宜、エーテル化あるいはアシル化などにより、
炭化水素基またはアシル基に変換することができる。また、Ｙについては、Ｙが水素原子
であるものは直接置換基を置換することにより、Ｙがアルキル基であるものは脱アルキル
化反応を行い、その後置換基を変換することにより、一般式（２）で表される環状フェノ
ール硫化物を製造することができる。
置換基を置換する方法としては、前記一般式（２）のＹがアルキル基である環状フェノー
ル硫化物を、塩化アルミニウム、コバルト酸化触媒などにより、脱アルキル化して、水素
に転換する方法が挙げられる。
また、置換基を置換する他の方法としては、この脱アルキル化した環状フェノール硫化物
に、ニトロ４フッ化ボロンや硝酸などの適当なニトロ化剤を作用させることにより、ニト
ロ基に変換する方法が挙げられる。
ニトロ基は、鉄／塩酸などの適当な還元剤を用いて還元することにより、アミノ基に変換
できる。また、さらに硝酸ナトリウムをなどを用いてジアゾ化し、これを塩酸などの存在
下、塩化銅などの適当なハロゲン化剤、シアノ化剤あるいは水を作用させることにより、
それぞれハロゲン基、シアノ基、あるいは水酸基に転換できる。
また、水酸基は、硫酸などの硫酸エステル化剤を作用させることにより、酸性硫酸エステ
ル基に変換できる。
さらに、水酸基は、ナトリウムなどのアルカリ金属フェノキシドにし、ハロゲン化アルキ
ルを作用させて、アルキルエーテルに転換できる。
脱アルキル化した環状フェノール硫化物に発煙硫酸などを作用させることにより、スルホ
ン酸基に転換できる。
また、脱アルキル化した環状フェノール硫化物に、必要ならばルイス酸などの触媒の存在
下、酸ハロゲン化物を反応させることにより、アシル基に転換する方法が挙げられる。
このようにして合成した一般式（２）で表される環状フェノール硫化物のスルフィド結合
を酸化することにより、少なくとも一つのスルフィニル基、またはスルホニル基を含む環
状フェノール硫化物へと導くことができる。
このスルフィド結合の酸化反応は、一般的な酸化剤を用いて行うことができる。適当な酸
化剤としては、過酸化水素、有機過酸化物、過酸、ハロゲン酸化物、Ｎ－ハロゲン化合物
、分子ハロゲン、酸素、オゾン、硝酸、無機酸化物などが挙げられるが、好ましくは、過
酸化水素、分子ハロゲン、無機酸化物が挙げられる。
有機過酸化物の適当な具体例としては、過酢酸ｔ－ブチル、過安息香酸、ｍ－クロロ過安
息香酸、過酸化ベンゾイルなどが挙げられる。
過酸の適当な具体例としては、過酢酸、トリフルオロ過酢酸、ビス（トリメチルシリル）
ペルオキシドなどが挙げられる。
ハロゲン酸化物の適当な具体例としては、過ヨウ素酸ナトリウム、次亜塩素酸ナトリウム
、亜臭素酸ナトリウム、ヨードベンゼン類などが挙げられる。
Ｎ－ハロゲン化合物の適当な例としては、Ｎ－ブロモスクシンイミド、Ｎ－クロロスクシ
ンイミドが挙げられる。
分子ハロゲンとしては、塩素、臭素、ヨウ素などが挙げられるが、特に好ましいのは臭素
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である。
無機酸化物の適当な具体例としては、酸化マンガン（ＩＶ）、酸化セリウム（ＩＶ）、酸
化ルテニウム（ＩＶ）、酸化クロム（ＩＶ）、四酢酸鉛（ＩＶ）、過ホウ酸ナトリウム、
過マンガン酸塩などが挙げられるが、特に好ましいのは過ホウ酸ナトリウムである。
これらの酸化剤は、１種単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
使用する酸化剤の配合量については、一般式（２）で表される環状硫化フェノールのスル
フィド結合に対して、添加する酸化剤の当量を変化させることにより、Ｓの酸化数を変え
ることができる。すなわち一般にスルフィド結合に対して１当量分程度、通常スルフィド
結合１グラム当量に対し１．０～１．５グラム当量、好ましくは１．０～１．２グラム当
量の酸化剤を加えれば、スルフィニル結合が生成しやすく、またスルフィド結合に対して
過剰に、通常スルフィド結合１グラム当量に対し２～１０グラム当量、好ましくは２～６
グラム当量の酸化剤を使用すれば、スルホニル結合が生成しやすくなる。
この反応には必要に応じて触媒を使用してもよい。
触媒の適当な具体例としては、例えば過酸化水素を酸化剤として使用する場合、酸化バナ
ジウム（Ｖ）、メタバナジン（Ｖ）酸ナトリウム、三塩化チタン、酸化タングステン（Ｖ
Ｉ）、リン酸ナトリウムなどが挙げられる。これらの触媒は、１種単独で用いてもよいし
、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
触媒の使用量は、特に限定されないが、通常０．００５～１０グラム当量であり、好まし
くは０．０１～６グラム当量である。
また、電気化学的及び光化学的手法を用いて酸化反応を行うことも可能であり、さらに酵
素を用いて酸化することもできる。
使用する溶媒としては、クロロホルムやジクロロメタンなどの塩素系溶媒や、メタノール
、エタノールなどのアルコール類、アセトニトリル、酢酸、水などのプロトン性溶媒が挙
げられ、目的の反応を阻害するものでなければ任意の溶媒が使用可能であるが、用いる酸
化条件により好適に使用される溶媒は変化する。すなわち一般に酸化剤として過酸化水素
や有機酸化物を使用する場合は、メタノール、エタノール、ブタノールなどのアルコール
系溶媒や、クロロホルム、ジクロロメタンなどの塩素系溶媒、過酸を使用する場合は水、
アセトニトリル、トリフルオロ酢酸などの溶媒、ハロゲン酸化物を使用する場合、メタノ
ール／水、アセトン、ジオキサンなどの溶媒、Ｎ－ハロゲン化合物を用いる場合にはメタ
ノールなどのアルコール系の溶媒、分子ハロゲンを用いる場合には、クロロホルム、ジク
ロロメタン等の塩素系溶媒と炭酸水素塩などの弱アルカリ水溶液との二相系で行うことが
好ましい。また、酸化剤として硝酸を使用した場合、水やシクロヘキサンなどの溶媒、オ
ゾンを用いて酸化した場合にはジクロロメタンの使用が好ましい。また無機酸化物を使用
する場合には、ピリジンやアセトニトリル、酢酸、ハイドロカーボン、ジクロロメタン、
クロロホルム等の塩素系溶媒、またはこれらの混合溶媒の使用が好適である。電気化学的
手法を用いて酸化する場合、アセトニトリルや酢酸などの溶媒の使用が好ましく、また光
化学的手法を用いて酸化する場合には、クロロホルムやジクロロメタンなどの塩素系溶媒
やメタノールの使用が好ましい。これらの溶媒は、１種単独で用いてもよいし、２種以上
組み合わせて用いてもよい。
溶媒の使用量は、特に制限はないが、通常環状フェノール硫化物１ｇ当たり５～１００ｍ
ｌにすればよいが、好ましくは１０～５０ｍｌである。
反応温度は、－７８℃以上１００℃以下が好ましいが、適当な温度は使用する酸化剤によ
り変化する。すなわち、酸化剤として過酸化水素、酸素、硝酸、無機酸化物を使用した場
合、１５℃以上６５℃以下が好ましく、酸化剤として有機過酸化物や過酸を使用した場合
、－１０℃以上９０℃以下が好ましく、分子ハロゲンやハロゲン酸化物を使用した場合、
－１０℃以上３０℃以下が好ましい。またオゾンを用いて酸化する場合、－７８℃で反応
を行うのが好ましく、電気化学的手法、光化学的手法を用いて酸化する場合には、２０℃
以上６０℃以下で行うのが好ましい。
また、この反応の反応時間は特に制限されないが、酸化剤の種類および配合量によって好
適な反応時間を設定すればよく、通常０．５時間から１２０時間にすればよい。
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反応生成物が、酸化数の異なる酸化誘導体の混合物である場合には、通常の分離手段によ
って、例えば再結晶によって分離すればよい。
発明を実施するための最良の形態
次に本発明を製造例、実施例及び応用例により更に詳細に説明するが、本発明はこれらに
よってなんら制約されるものではない。
製造例
５，１１，１７，２３－テトラ－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－テトラヒ
ドロキシ－２，８，１４，２０－テトラチア［１９．３．１．１3,7１9,13１15,19］オク
タコサ－１（２５），３，５，７（２８），９，１１，１３（２７），１５，１７，１９
（２６），２１，２３－ドデカエン（Ｉ）の合成
４－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール４５．２ｇに、単体硫黄１４．４ｇ及び水酸化ナトリウ
ム３．０ｇを加え、窒素雰囲気下攪拌しながら、４時間かけて徐々に２３０℃に加熱し、
更に２時間攪拌した。この間、反応で生成する水及び硫化水素は除去した。反応中に留出
した水は約０．８ｇであり、反応により生成した硫化水素は約６ｇであった。この反応混
合物を室温まで冷却し、エーテル５００ｍｌを加え溶解させた後、１規定の硫酸水溶液で
加水分解した。分液したエーテル層を水洗し硫酸マグネシウムで乾燥した。エーテルを留
去した後に得られる反応混合物を、更にシリカゲルカラムクロマトグラフィー（ヘキサン
／クロロホルム）により分割し、粗生成物を得、これをクロロホルム／アセトンから再結
晶することにより、無色透明の結晶である生成物（Ｉ）を４．３２ｇ得た。
この生成物（Ｉ）は一般式（２）中、Ｘ＝Ｈ及びＹ＝ｔ－Ｂｕ（ｔｅｒｔ－ブチル）、ｎ
＝４である環状アルキルフェノール硫化物である。
この生成物（Ｉ）の物性を以下に示す。
融点：３２０～３２２℃、1Ｈ－ＮＭＲ：（δ，ｐｐｍ，ＣＤＣｌ3）９．６０（ｓ，４Ｈ
，ＯＨ），７．６４（ｓ，８Ｈ，ＡｒＨ），１．２２（ｓ，３６Ｈ，Ｃ（ＣＨ3）3）、13

Ｃ－ＮＭＲ：（δ，ｐｐｍ，ＣＤＣｌ3）１５５．６，１４４．７，１３６．４，１２０
．５（Ａｒ），３４．２（Ｃ（ＣＨ3）3），３１．３（Ｃ（ＣＨ3）3）、ＩＲ：（ｃｍ-1

，ＫＲＳ－５）：３３２４（ＯＨ），２９６２（ＣＨ）、ＭＳ　ｍ／ｚ：７２０（Ｍ+）
、元素分析値　％　理論値　ｆｏｒ　Ｃ40Ｈ48Ｏ4Ｓ4：Ｃ，６６．６２；Ｈ，６．７１；
Ｓ，１７．７９、測定値：Ｃ，６６．３７；Ｈ，６．５７；Ｓ，１７．２２．
実施例１
５，１１，１７，２３－テトラ－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－テトラヒ
ドロキシ－２，８，１４，２０－テトラスルフィニル［１９．３．１．１3,7１9,13１15,

19］オクタコサ－１（２５），３，５，７（２８），９，１１，１３（２７），１５，１
７，１９（２６），２１，２３－ドデカエン（ＩＩ）の合成
一般式（２）中、Ｘ＝Ｈ及びＹ＝ｔ－Ｂｕ、ｎ＝４である５，１１，１７，２３－テトラ
－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－テトラヒドロキシ－２，８，１４，２０
－テトラチア［１９．３．１．１3,7１9,13１15,19］オクタコサ－１（２５），３，５，
７（２８），９，１１，１３（２７），１５，１７，１９（２６），２１，２３－ドデカ
エン（Ｉ）１．８ｇをクロロホルム３０ｍｌに溶解した。このクロロホルム溶液に、３０
％過酸化水素水５．７ｇをあらかじめ１００ｍｌの氷酢酸に溶解させた溶液を３０分かけ
て室温で滴下し、更に２４時間室温で攪拌した。得られた反応溶液に水１５０ｍｌを加え
、クロロホルム（５０ｍｌ×３）で抽出し、クロロホルム相を水洗した。無水硫酸マグネ
シウムで乾燥させた後溶媒を留去し、得らた白色粉末５２２ｍｇをメタノールで充分洗浄
することにより、生成物（ＩＩ）を４８５ｍｇ得た。
この生成物（ＩＩ）は、一般式（１）において、Ｘ＝Ｈ及びＹ＝ｔ－Ｂｕ、ｎ＝４、Ｚは
スルフィニル基である環状フェノールスルフィニル化合物である。
以下に物性を示す。
融点：２１０℃（分解点）、1Ｈ－ＮＭＲ：（δ，ｐｐｍ，Ｃｌ2ＣＤＣＤＣｌ2）９．２
０（ｓ，４Ｈ，ＯＨ），７．６１（ｓ，８Ｈ，ＡｒＨ），１．２６（ｓ、３６Ｈ、Ｃ（Ｃ
Ｈ3）3）、13Ｃ－ＮＭＲ：（δ，ｐｐｍ，Ｃｌ2ＣＤＣＤＣｌ2）１５２．７，１４２．４
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，１３０．２，１２８．０，１２４．２，１２２．８（Ａｒ），３４．８（Ｃ（ＣＨ3）3

），３１．４（Ｃ（ＣＨ3）3）、ＦＴ－ＩＲ：（ｃｍ-1，ＫＢｒ）：３０７４（ｂｒ，Ｏ
Ｈ），２９６０（ｓ，ＣＨ3），１０５１，９９８（ｓ，ＳＯ）、ＭＳ（ｍ／ｚ）：７８
５（Ｍ+＋１）、元素分析値　％　理論値　ｆｏｒ　Ｃ40Ｈ48Ｓ4Ｏ4：Ｃ，６１．２０；
Ｈ，６．１６；Ｓ，１６．３４、測定値：Ｃ，６１．１；Ｈ，６．３；Ｓ，１５．９．
実施例２
５，１１，１７，２３－テトラ－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－テトラヒ
ドロキシ－２，８，１４，２０－テトラスルホニル［１９．３．１．１3,7１9,13１15,19

］オクタコサ－１（２５），３，５，７（２８），９，１１，１３（２７），１５，１７
，１９（２６），２１，２３－ドデカエン（ＩＩＩ）の合成
一般式（２）中、Ｘ＝Ｈ及びＹ＝ｔ－Ｂｕ、ｎ＝４である５，１１，１７，２３－テトラ
－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－テトラヒドロキシ－２，８，１４，２０
－テトラチア［１９．３．１．１3,7１9,13１15,19］オクタコサ－１（２５），３，５，
７（２８），９，１１，１３（２７），１５，１７，１９（２６），２１，２３－ドデカ
エン（Ｉ）１．８ｇをクロロホルム３０ｍｌに溶解し、３０％過酸化水素水２２．８ｇを
あらかじめ１００ｍｌの氷酢酸に溶解させた溶液を３０分かけて室温で滴下し、更に４８
時間室温で攪拌した。得られた反応溶液に水１５０ｍｌを加え、クロロホルム（５０ｍｌ
×３）で抽出した有機相を水洗後無水硫酸マグネシウムで乾燥させ、クロロホルムを留去
することにより、白色粉末を７４０ｍｇ得た。これをメタノールで充分洗浄することによ
り、生成物（ＩＩＩ）を５３６ｍｇ得た。
この生成物（ＩＩＩ）は一般式（１）において、Ｘ＝Ｈ及びＹ＝ｔ－Ｂｕ、ｎ＝４、Ｚは
スルホニル基である環状フェノールスルホニル化合物である。
以下に物性を示す。
融点：３９９℃（分解点）、1Ｈ－ＮＭＲ：（δ，ｐｐｍ，Ｃｌ2ＣＤＣＤＣｌ2）８．０
５（ｓ，８Ｈ，ＡｒＨ），１．２８（ｓ、３６Ｈ、Ｃ（ＣＨ3）3）、13Ｃ－ＮＭＲ：（δ
，ｐｐｍ，Ｃｌ2ＣＤＣＤＣｌ2）１５５．８、１４３．３、１３３．６、１２８．９（Ａ
ｒ），３４．９（Ｃ（ＣＨ3）3），３１．２（Ｃ（ＣＨ3）3）、ＦＴ－ＩＲ：（ｃｍ-1，
ＫＢｒ）：ν３４０９（ｂｒ，ＯＨ），２９９６（ｓ，ＣＨ3），１３０８、１１６４（
ｓ，ＳＯ2）、ＭＳ（ｍ／ｚ）：８４９（Ｍ+＋１）、元素分析値　％　理論値　ｆｏｒ　
Ｃ40Ｈ48Ｓ4Ｏ8：Ｃ，５６．５８；Ｈ，５．７０；Ｓ，１５．１１、測定値：Ｃ，５６．
３；Ｈ，５．７；Ｓ，１４．６．
実施例３
５，１１，１７，２３－テトラ－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－テトラヒ
ドロキシ－２，８，１４，２０－テトラスルフィニル［１９．３．１．１3,7１9,13１15,

19］オクタコサ－１（２５），３，５，７（２８），９，１１，１３（２７），１５，１
７，１９（２６），２１，２３－ドデカエン（ＩＩ）の合成
一般式（２）中、Ｘ＝Ｈ及びＹ＝ｔ－Ｂｕ、ｎ＝４である５，１１，１７，２３－テトラ
－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－テトラヒドロキシ－２，８，１４，２０
－テトラチア［１９．３．１．１3,7１9,13１15,19］オクタコサ－１（２５），３，５，
７（２８），９，１１，１３（２７），１５，１７，１９（２６），２１，２３－ドデカ
エン（Ｉ）４ｇをクロロホルム６５ｍｌに溶解した。このクロロホルム溶液に、氷酢酸５
０ｍｌを加え、懸濁させた後、過ホウ酸ナトリウム一水和物２．４４ｇを加え、５０℃で
４時間激しく攪拌した。得られた反応溶液に水２００ｍｌを加え、クロロホルム（５０ｍ
ｌ×４）で抽出し、クロロホルム相を十分に水洗した。無水硫酸マグネシウムで乾燥させ
た後溶媒を留去し、得らた白色粉末３．３９ｇをクロロホルム－メタノールより再結晶す
ることにより、（ＩＩ）の粗生成物を１．３ｇを得た。母液を濃縮後、クロロホルム－メ
タノールより再結晶することにより更に、生成物（ＩＩ）を０．９２ｇ得た。
この生成物（ＩＩ）は、一般式（１）において、Ｘ＝Ｈ及びＹ＝ｔ－Ｂｕ、ｎ＝４、Ｚは
スルフィニル基である環状フェノールスルフィニル化合物である。
実施例４
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５，１１，１７，２３－テトラ－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－テトラメ
トキシ－２－スルフィニル－８，１４，２０－トリチア［１９．３．１．１3,7１9,13１1

5,19］オクタコサ－１（２５），３，５，７（２８），９，１１，１３（２７），１５，
１７，１９（２６），２１，２３－ドデカエン（ＩＶ）の合成
一般式（２）中、Ｘ＝ＣＨ3及びＹ＝ｔ－Ｂｕ、ｎ＝４である５，１１，１７，２３－テ
トラ－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－テトラメトキシ－２，８，１４，２
０－テトラチア［１９．３．１．１3,7１9,13１15,19］オクタコサ－１（２５），３，５
，７（２８），９，１１，１３（２７），１５，１７，１９（２６），２１，２３－ドデ
カエン（Ｖ）１．００ｇをジクロロメタン２０ｍｌに溶解した。このジクロロメタン溶液
に、１０％炭酸水素カリウム溶液２０ｍｌを加え激しく攪拌した。この懸濁液を水冷し、
臭素０．０３ｍｌをゆっくり滴下し、更に３時間、水浴中で攪拌した。得られた反応溶液
を水相と有機相に分離し、水相をジクロロメタン（２０ｍｌ×２）で抽出した後、先の有
機相と併せて、飽和食塩水で十分に洗浄した。無水硫酸マグネシウムで乾燥させた後溶媒
を留去し、得らたクリーム色粉末を１．０２ｇをシリカゲルカラムクロマトグラフィー（
ジクロロメタン）により、生成物（ＩＶ）及び副生成物を未反応の原料より分割し、２４
４ｍｇ得た。
この生成物（ＩＶ）は、一般式（１）において、Ｘ＝ＣＨ3及びＹ＝ｔ－Ｂｕ、ｎ＝４、
四つのＺのうち一つのＺがスルフィニル基である環状フェノールスルフィニル化合物であ
る。
以下に物性を示す。
融点：２９１－２９２℃（分解点）、1Ｈ－ＮＭＲ：（δ，ｐｐｍ，Ｃｌ2ＣＤＣＤＣｌ2

）７．６４，７．５７，７．４４（ｍ，８Ｈ，ＡｒＨ），３．７９，３．４８（ｍ，１２
Ｈ，ＯＣＨ3）１．２４（ｓ、３６Ｈ、Ｃ（ＣＨ3）3）、13Ｃ－ＮＭＲ：（δ，ｐｐｍ，
Ｃｌ2ＣＤＣＤＣｌ2）１５８．６２，１５５．３４，１４６．９９，１４５．９６，１４
４．１１，１３８．２６，１３５．１７，１３１．８９，１２８．８８，１２３．２２（
Ａｒ），６１．２９，５９．４２（ＯＣＨ3），３４．３３，３４．１５（Ｃ（ＣＨ3）3

），３１．２２（Ｃ（ＣＨ3）3）、ＦＴ－ＩＲ：（ｃｍ-1，ＫＢｒ）；ν２９６１，２８
６６（ｓ，ＣＨ3），１０５１、１００２（ｓ，ＳＯ）、ＭＳ（ｍ／ｚ）：７９３（Ｍ+）
、元素分析値　％　理論値　ｆｏｒ　Ｃ40Ｈ48Ｏ5Ｓ4：Ｃ，６６．６３；Ｈ，７．１２、
測定値：Ｃ，６６．５；Ｈ，７．３．
実施例５
５，１１，１７，２３－テトラ－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－テトラヒ
ドロキシ－２，８，１４，２０－テトラスルホニル［１９．３．１．１3,7１9,13１15,19

］オクタコサ－１（２５），３，５，７（２８），９，１１，１３（２７），１５，１７
，１９（２６），２１，２３－ドデカエン（ＩＩＩ）の合成
一般式（３）中、Ｘ＝Ｈ及びＹ＝ｔ－Ｂｕである５，１１，１７，２３－テトラ－ｔｅｒ
ｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－テトラヒドロキシ－２，８，１４，２０－テトラ
チア［１９．３．１．１3,7１9,13１15,19］オクタコサ－１（２５），３，５，７（２８
），９，１１，１３（２７），１５，１７，１９（２６），２１，２３－ドデカエン（Ｉ
）１．８ｇをクロロホルム３０ｍｌに溶解した。このクロロホルム溶液に、氷酢酸２５ｍ
ｌを加え、懸濁させた後、過ホウ酸ナトリウム一水和物２．５７ｇを加え、室温で五日間
激しく攪拌した。得られた反応溶液に水１００ｍｌを加え、クロロホルム（４０ｍｌ×２
）で抽出し、クロロホルム相を十分に水洗した。無水硫酸マグネシウムで乾燥させた後溶
媒を留去し、得らた白色粉末１．４５ｇをメタノールで十分洗浄することにより、生成物
（ＩＩＩ）を１．１２ｇ得た。
この生成物（ＩＩＩ）は一般式（１）において、Ｘ＝Ｈ及びＹ＝ｔ－Ｂｕ、ｎ＝４、Ｚは
スルホニル基である環状フェノールスルホニル化合物である。
応用例
実施例１で製造した５，１１，１７，２３－テトラ－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２
７，２８－テトラヒドロキシ－２，８，１４，２０－テトラスルフィニル［１９．３．１
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．１3,7１9,13１15,19］オクタコサ－１（２５），３，５，７（２８），９，１１，１３
（２７），１５，１７，１９（２６），２１，２３－ドデカエン（ＩＩ）及び実施例２で
製造した５，１１，１７，２３－テトラ－ｔｅｒｔ－ブチル－２５，２６，２７，２８－
テトラヒドロキシ－２，８，１４，２０－テトラスルホニル［１９．３．１．１3,7１9,1

3１15,19］オクタコサ－１（２５），３，５，７（２８），９，１１，１３（２７），１
５，１７，１９（２６），２１，２３－ドデカエン（ＩＩＩ）を用いて、これらを有機溶
媒に溶解させて、Ｎａイオンを含む水溶液と接触させることにより、Ｎａイオンの抽出を
行った。
環状フェノール硫化物（ＩＩ）１６．０ｍｇ及び環状フェノール硫化物（ＩＩＩ）１７．
２ｍｇをそれぞれクロロホルム４０ｍｌ中に溶解した。これと、Ｎａイオンを２０ｐｐｍ
含む水溶液４０ｍｌを２００ｍｌ用分液ロートに入れ、５時間振とうした。比較のために
、上記環状フェノール硫化物（ＩＩ）及び（ＩＩＩ）を含まないクロロホルム４０ｍｌと
Ｎａイオンを２０ｐｐｍ含む水溶液４０ｍｌについても、同様にして５時間振とうした。
それぞれの試料を静置した後、水溶液中のイオン濃度をＩＣＰ－ＡＥＳ法（Ｉｎｄｕｃｔ
ｉｖｅｌｙ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｐｌａｓｍａ－Ａｔｏｍｉｃ　Ｅｍｉｓｓｉｏｎ　Ｓｐｅ
ｃｔｒｏｍｅｔｙ）で測定した。
その結果、環状フェノール硫化物（ＩＩ）を含まない場合の実験後の水溶中のＮａイオン
濃度に対して、環状フェノール硫化物（ＩＩ）を含む場合の実験後の水溶液中のＮａイオ
ン濃度は減少し、その減少率は３８％であった。また環状フェノール硫化物（ＩＩＩ）を
含まない場合の実験後の水溶中のＮａイオン濃度に対して、環状フェノール硫化物（ＩＩ
Ｉ）を含む場合の実験後の水溶液中のＮａイオン濃度は減少し、その減少率は５８％であ
った。
このことから、実施例１及び２で合成した環状フェノール硫化物を含む有機相とＮａイオ
ンを含む水相とを接触させることにより、Ｎａイオンを有機相に抽出できることが分かっ
た。
産業上の利用可能性
本発明の環状フェノール硫化物は、フェノール骨格をスルフィド結合、スルホキシド結合
またはスルホン結合よって連結されている、全く新規な化合物であり、酸化防止剤、触媒
、金属捕捉剤、光センサー、イオンセンサー、基質特異性センサー、分離膜材料、高分子
材料、相関移動触媒、人工酵素、光エネルギー変換材料あるいはイオンや分子の認識機能
を利用した機能性分子の中間体などとして有用である。
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